
 

 

 

 

平成２７年度 

 

 

 

当麻町人事行政の運営等の状況 

 



 

当麻町の人事行政 

「当麻町人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」に基づき、職員の給料や勤務条件などの

人事行政の運営状況を、住民の皆様に正しく理解していただくため、次のとおり公表します。なお、

この公表は、広報とうま「我が郷土」で公表するものと重複する部分がありますがご了承ください。 

 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

(１) 任免の状況（平成２６年度） 

新 規 採 用 の 状 況 

一 般 行 政 職 ４人 

 
事 務 職 ２人 

技 術 職 ２人 

再任用短時間勤務職員 １人 

 

退 職 の 状 況 

区 分 
定 年

退 職 

定 年  

前 

早 期  

その他 

合 計 普 通

退 職 

分 限

退 職 

懲 戒

退 職 
失 職 

死 亡

退 職 

任 期

満 了 

一般行政職 ３人 １人       ４人 

再任用短時間        １人 １人 

 

(２) 職員数の状況（各年４月１日現在） 

区 分 

部 門 

平成２６年度 

（教育長含む） 

平成２７年度 

（教育長除く） 
増 減 

一 般 行 政 ６９(１)人 ７０(１)人 １(０)人 

特 別行政 （教育） １８(０)人 １７(０)人 △１(０)人 

公

営

企

業

等 

水 道 ４(０)人 ４(０)人  

下 水 道 １(０)人 １(０)人  

国 保 ・ 介 護 １４(０)人 １５(０)人 １(０)人 

小 計 １９(０)人 ２０(０)人 １(０)人 

合 計 １０６(１)人 １０７(１)人 １(０)人 

注１） 定員管理調査の集計法による。 

注２）（  ）内は再任用短時間勤務職員 ※定員管理調査対象外 



 

２ 職員の給与の状況 

(１) 人件費の状況（平成２６年度地方財政状況調査より） 

住 民 基 本 台 帳 人 口 

（平成27年3月31日現在） 
歳 出 額 人 件 費 人件費率 

人 

６，７９０ 

千円 

６，１１３，９３６ 

千円 

７５６，５４２ 

％ 

１２．４ 

注）人件費には、議会議員や非常勤特別職の報酬、町長などの特別職給与及び職員給与・

退職手当組合負担金などを含みます。 

 
 

(２) 職員給与の状況（平成２７年度 一般会計予算） 

職 員 数 

(Ａ) 

給 与 費 一人当たり給

与 費 

(Ｂ／Ａ) 
給 料 職 員 手 当 期 末 勤 勉 計  ( Ｂ ) 

人 

９０ 

(１) 

千円 

３２８，９０２ 

千円 

６０，８１７ 

千円 

１２３，４８５ 

千円 

５１３，２０４ 

千円 

５，６４０ 

注１）職員数及び給与費は、当初予算に計上された一般職に係るもので、退職手当組合負

担金は含みません。 

注２）職員数( )内は再任用短時間勤務職員 

 

 

(３) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２７年４月１日現在） 

一般行政職 

区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額 

当 麻 町 ４０．５歳 ３０４，１９３円 ３６４，１５０円 

 注）公営企業等の一般行政職を含みます。 

 

 (４) 職員の初任給の状況（平成２７年４月１日現在） 

一般行政職 

区 分 
当 麻 町 国 

初 任 給 ２年後の給料 初 任 給 ２年後の給料 

大 学 卒 
国 に 同 じ 

１７４，２００円 １８６，１００円 

高 校 卒 １４２，１００円 １５０，５００円 

 
注）公営企業等の一般行政職を含みます。 

 
 
 
 



 

(５) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２７年４月１日現在） 

一般行政職 

区 分 経験年数１５〜２０年 経験年数２０〜２５年 経験年数２５〜３０年 

大 学 卒 ２９９，１５０円 ３４９，０００円 ― 円 

高 校 卒 ２６５，３２５円 ３２６，５０５円 ３５６，６４０円 

注）公営企業等の一般行政職を含みます。 

 

 (６) 一般行政職の級別職員数等の状況（平成２７年４月１日現在） 

区 分 職 務 の 内 容 職 員 数 構 成 比 

１ 級 定型的な業務を行う職務 １５人 １８．８ ％ 

２ 級 主任・主任教諭の職務 ６人 ７．５ ％ 

３ 級 主査・主査教諭の職務 １４人 １７．５ ％ 

４ 級 
係長・保健師長・看護師長の職務         

困難な業務を行う主査の職務・指導教諭の職務 
２２人 ２７．４ ％ 

５ 級 課長補佐・主幹・次長・専門監・教頭の職務 １３人 １６．３ ％ 

６ 級 会計管理者・課長・事務長・事務局長の職務 １０人 １２．５ ％ 

合 計  ８０人 １００ ％ 

注）公営企業等の一般行政職を含みます。 

 

(７) 職員の期末・勤勉手当の状況（平成２７年４月１日現在） 

区 分 

当 麻 町 国 

期末手当 

（月分） 

勤勉手当 

（月分） 

計 

（月分） 

期末手当 

（月分） 

勤勉手当 

（月分） 

計 

（月分） 

 ６ 月 期 

国 に 同 じ 

１．２２５ ０．７５０ １．９７５ 

１ ２ 月 期 １．３７５ ０．７５０ ２．１２５ 

計 ２．６００ １．５００ ４．１００ 

加算措置の状況 職務の級による加算措置 有 

 

(８) 職員の退職手当の状況（平成２７年４月１日現在） 

区 分 

当 麻 町 国 

自己都合退職 

（月分） 

定年・定年前早期 

（月分） 

自己都合退職 

（月分） 

定年・定年前早期 

（月分） 

勤続２０年 

国 に 同 じ 

２０．４４５ ２５．５５６２５ 

勤続２５年 ２９．１４５ ３４．５８２５ 

勤続３５年 ４１．３２５ ４９．５９ 

最 高 限 度 額 ４９．５９ ４９．５９ 

 

（支給割合） 

（支給率） 



 

(９) その他職員手当の状況（平成２７年４月１日現在） 

区 分 内 容 

扶 養 手 当 

◦ 配偶者：13,000円 

◦ 扶養親族（配偶者を除く） 

１人につき6,500円（11,000円の場合有） 

◦ 満16歳から満22歳までの子：１人5,000円加算 

住 宅 手 当 

◦ 自宅の場合：当麻町内に新築又は購入した住宅に居住している場合

に限り年限を設けず7,000円を支給 

◦ 借家の場合（家賃12,000円を超えるものに限る） 

21,500円を上限に支給 

通 勤 手 当 ◦ 通勤距離が片道２ｋｍ以上である職員に2,000円を支給 

寒冷地手当 

◦ 世帯区分に応じて次のとおり支給（年額） 

扶養親族のいる世帯主 

扶養親族のいない世帯主 

その他の職員 

１３１，９００円 

７２，９００円 

５１，７００円 

管理職手当 
◦ 管理又は監督の地位にある職員に支給 

１種４２，０００円 ２種３４，０００円 ３種２８，０００円 

時間外勤務手当 

（一般会計） 

◦ 正規の時間を越えて勤務することを命じられた職員に支給 

平成２６年度 
支 給 総 額 ２３，８２３千円 

職員１人当たりの支給年額 ３６７千円 

注１）時間外勤務手当支給総額は、選挙費を除く一般会計決算額 

 

(１０) 特別職・議員の報酬等の状況（平成２７年４月１日現在） 

給料（報酬） 

特別職 

町 長 月額 ７５０，０００円 

副町長 月額 ５９５，０００円 

教育長 月額 ５６５，０００円 

議 員 

議 長 月額 ２５０，０００円 

副議長 月額 １９５，０００円 

各委員長 月額 １８０，０００円 

議 員 月額 １７０，０００円 

期末手当支給割合 

特別職 

６月期 １．９７５月分 

１２月期 ２．１２５月分 

計 ４．１月分 

職務上の加算措置 有 

議 員 

６月期 １．９７５月分 

１２月期 ２．１２５月分 

計 ４．１月分 

職務上の加算措置 有 

 

 



 

３ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

(１) 勤務時間の状況（平成２７年４月１日現在） 

１ 週 間 の 

勤 務 時 間 

勤 務 時 間 の 割 振 り 

始業 終業 休憩時間 週休日 

38時間45分 8:30 17:15 12:00～13:00 土曜日及び日曜日 

注）幼稚園や診療所、図書館など本庁以外の勤務場所では、これと異なる勤務形態の場合

があります。 

 

(２) 休暇等の状況（平成２７年４月１日現在） 

区 分 内 容 

年次有給休暇 ・1暦年ごとに20日とし、20日を限度として翌年に繰り越すことができ

る。 

病 気 休 暇 ・負傷又は疾病のため療養する必要がある場合、必要最小限度の期間(私

傷病は90日以内) 

特 別 休 暇 

( 主 な も の ) 

・結婚休暇  5日以内 

・産前休暇  8週間以内(多胎の場合、14週間以内) 

・産後休暇  8週間以内 

・配偶者出産休暇  2日以内 

・忌引休暇  続柄に応じた日数 

例：配偶者－10日以内、父母－7日以内 

子－5日以内、祖父母－3日または7日以内 

・夏季休暇  3日以内 

介 護 休 暇 

( 無 給 ) 

・配偶者、父母、子、配偶者の父母等が、負傷、疾病又は老齢により日

常生活を営むのに支障があるものの介護をする場合、連続する６月以内

で必要な期間。 

育 児 休 業 

( 無 給 ) 

・3 歳に満たない自分の子を養育するため、その子が 3 歳に達するまで

育児休業することができる。 

部 分 休 業 

( 無 給 ) 

・小学校就学に達するまでの子を養育するため、１日の勤務時間のうち

２時間を超えない範囲で、正規の勤務時間の始めまたは終わりにおいて

３０分を単位として部分休業することができる。 

 

４ 職員の分限及び懲戒処分の状況（平成２６年度） 

区 分 件 数 

職 員 の 分 限 処 分 休 職 １件 

職 員 の 懲 戒 処 分 
減 給 ０件 

訓 告 ０件 

 

５ 職員の服務の状況（平成２６年度） 

区 分 延べ人数 

職 務 専 念 義 務 免 除 の 人 数 １６０人 

営 利 企 業 等 の 従 事 許 可 の 人 数 ２人 

注）職務専念義務免除には総合検診（短期人間ドック）受診及び選挙の期日前投票立会人

従事を含みます。 



 

６ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況 

(１) 職員研修の状況（平成２６年度） 

区 分 参加者数 

市 町 村 ア カ デ ミ ー １名 

北 海 道 市 町 村 職 員 研 修 セ ン タ ー １０名 

町 村 会 等 ２９名 

市 町 村 職 員 共 済 組 合 ６名 

庁 舎 内 研 修 ４名 

そ の 他 ２名 

 

(２) 勤務評定制度の概要 

地方公務員法に基づき、職員の執務について定期的に勤務成績の評定を行い、その評定

の結果に応じた措置を講じている。 
 
 

７ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

(１) 職員の保健の状況（平成２７年４月１日現在） 

区 分 内 容 

市 町村 職員 共済組 合 ・保健給付（療養給付、高額医療費など） 

・休業給付（傷病手当金、出産手当金、育児休業手当金な

ど） 

・保健事業（総合健診助成、指定宿泊施設利用助成など） 

・研修事業（健康管理に関する研修、講演等など） 

市 町村 職員 福祉協 会 ・医療給付事業（医療費、死亡弔慰金など） 

・福利厚生事業（指定宿泊施設利用助成、入院一時金、出産

祝金など） 

 
 

(２) 公務災害及び通勤災害の状況（平成２６年度） 

件   数    ０ 件 
 

(３) 公平委員会の状況（平成２６年度） 

区 分 件 数 

勤 務 条 件 に 関 す る 措 置 の 要 求 ０件 

不利益処分に関する不服申し立て ０件 

 

 

 

 

 

☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆ 

☆                ☆ 

☆                ☆ 

☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆ 

この公表に関するお問合せ先 

当麻町役場総務企画課職員係 

☎ 0166-84-2111(内線215) 



 



 



 

 


